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“ケイパビリティー”で考えてみよう

――保守主義・リベラリズム・ケイパビリティー――

専修大学　経済学部

作間逸雄*)
1． はじめに

　今年（1998年）度のノーベル経済学賞がインド人の経済学者、アマルティア・セン教授（Amartya Sen）に授与された。アジアからの受賞ははじめてのことでもあり、また、昨年の同賞の受賞者がデリバティブ（金融派生商品）研究の先駆者としてのショールズ（Myron Scholes）とマートン（Robert Merton）であったこととあまりにも対照的であったことがマスコミの話題となった。彼らを共同経営者に迎え、彼らの理論に沿って運用されていたといわれる、ヘッジ・ファンド「ロングタームキャピタルマネージメント（ＬＴＣＭ）」が最近挫折し、彼らがノーベル賞の権威を失墜させたと評されていたことも、セン教授の受賞のニュース価値を高めたのであろう。『日本経済新聞』は、受賞を伝える記事の中で、ノーベル賞が90年代に入ってから、実学志向を強めていたこととともに、LTCMの９月の破綻は、「理論の細分化、技術化に突き進んできた経済学の行き詰まりを告げる声であった」と記している。ちなみにヘッジファンドとは名ばかり（本来「ヘッジ」とは危険を回避すること）、まったく投機のための機関と化していたＬＴＣＭの運用資産は、経営危機の直前で800億ドル、その運用内容をそっくり模倣している米欧の金融機関の運用資産額は、１兆ドルを超えるという。

グリーンスパンFRB議長は、ヘッジファンドの規制に否定的であるが、昨年から今年にかけて政権を奪還した欧州の社会民主主義政党（英労働党、仏社会党、独社会民主党）の党首たちは、ヘッジファンドを含む国際資本移動を規制する必要性について合意している。
「市場」に対する信頼は、90年代も後半に至りようやく大きく揺らいでいるように見える。わが国でも、橋本「行革」のみじめな挫折があったことは記憶に新しい。

画一的な米国流の「市場万能主義」のおしつけに対する反発が、世界中に広がっているように見える。市場万能主義を中核とする「（新）保守主義」が世界を席巻した時代から、徐々にではあるが、流れの変化がおこっていることが観察できるように思われる。ノーベル経済学賞の方向転換が、そうした流れの変化を後づけるものとして、振り返られる時期がやがて来るかも知れない。もちろん、言うまでもないことであるが、センの学問的評価のためには、方向転換云々は全く余計なことではある。

今年１月、ケンブリッジ大学トリニティー・カレッジの学寮長（master）に就任したセンは、ベンガル生まれ（1933年）で、幼少時にすさまじい飢饉に遭遇した。死者300万人といわれる1943年のベンガル飢饉である。おそらく、その体験は、彼の経済学の研究にはかり知れない影響をもったであろう。のちに、センは、ベンガル飢饉を研究し、その時期にベンガル地方の食糧供給が異常に低下したわけでもないのに発生したこと、また、飢饉の被害者が、ある特定の職業集団に限られていたことを発見する。これらの発見は、一般化することができ、現在では開発経済学の常識になっているが、食糧の絶対的不足だけが飢饉の主たる要因ではないこと、また、多くの飢餓が社会的・経済的要因によって発生していることが注目されなければならない。すなわち、被害を受けやすい集団があり、その集団の食糧への権源（エンタイトルメント、entitlement）つまり、その集団の食糧の入手能力が経済的・政治的変動によって、急激に悪化することが多くの飢餓の原因なのである。
センの業績は、数多い。上に述べた飢餓の研究、不平等の測定に関する研究、社会的選択に関するアローの「不可能性定理」の詳細な検討（「パレート派リベラルの不可能性」の発見等）、そして、ケイパビリティー概念の提唱と研究等々である。本稿は、その最後のもの、センの「ケイパビリティー」概念を基調として展開される、＜反保守主義＞の論考である。「ケイパビリティー」は、現時点のリベラリズムを支える基調概念であると考える筆者の立場からは、本稿は、リベラリズム擁護の論考でもある。
本稿では、まず、次節で保守主義とリベラリズムとの比較を行なう。第３節でケイパビリティー概念を導入するとともに、続く第４節でいくつかの応用可能性を示す。第５節は、筆者の総括である。

2． 保守主義とリベラリズム（自由主義）
· 保守対革新、保守対リベラル

　かつてわが国では、「保守」の反対語は「革新」であった。しかし、今、「保守」の反対語は、「リベラル」である。
 R.H.トーニー（R. H. Tawney 1880-1962）が「すべてのヨーロッパ諸国で19世紀は(a)経済的自由、（ｂ）特権の廃止というふたつの要求ではじまった」と書いたように
、19世紀半ばあたりまでは、疑いなく革新とは、自由主義であり、保守対革新と保守対自由という２組の対語（アントニム）の間に矛盾はなかったし、英国のかつての（！）二大政党、「保守党」と「自由党」の場合、ふた組の対語の調和は、ほぼ完璧であった。実際、伝統を擁護する保守党、進歩的な自由党というイメージは、広く浸透したイメージであろう。保守党の前身、トーリー党は、ピューリタン革命期の王党派の系譜をひく政党であり、当然王権を擁護した政党だった（1830年代に保守党と改称した）し、自由党は、議会の権利を擁護したホイッグ党の後身である（やはり1830年代に自由党と改称した）。もちろん、両政党を伝統的、進歩的と表現するさい、あくまで19世紀半ばという、その歴史的設定においてのそれであることは、言うまでもない。

「保守」「保守的」という語は、本来、その社会の「伝統」を重んじ、それを「保守」しようとする立場を指すと考えられよう。このように、「保守主義」を定義するとき、「伝統」は重要なキーワードである。しかし、カール・マンハイム（Karl Mannheim、1893-1947）によれば、「保守主義」は、単なる「伝統主義」とは異なる。マンハイムは、『保守主義的思考』（1927年）
の中で、両者を区別し、前者をマックス・ウェーバーに従って、「旧来のものをひたすら守り、それが変えられるのを嫌がる人間だれしもがもつ心的素質」を指すとし、それに対して、「保守主義」は、伝統主義が、反省的になり、一貫性をもった主張や行為となったものを指すとしている。マンハイムは、１９世紀初めまでに成立した、近代保守主義を、近代社会のダイナミックな発展（たとえば、フランス革命）の中で、進歩的──理想から出発する抽象的な──諸思想に対抗するかたちで、伝統社会の具体的体験に根差し、それをひとつの思考潮流にまで高めたものとして捉えている。

エドマンド・バーク（Edmund Burke 1729-1797）は、近代保守主義の祖とされる政治家、思想家であり、フランス革命に際し、対フランス強硬論の論陣を張り、英国だけでなく、大陸ヨーロッパ諸国の政治思想にも大きな影響力をもったことで知られている。バークは、英国の議会制度を含む現存の諸制度が維持されねばならないのは、それらが英国人の祖先たちによって統治のために案出され、かつ実践されてきた現実的英知の集大成であるからであった。すなわち、伝統的なもの、既成のものには、それ自体＜存在する合理性＞があると見ていたことに注目したい。ただし、その事実の重みの説明の背景にあったのは、「先入見」（prejudice、英国国教会の擁護を含む）であり、それは、人間理性が批判する余地のないものであった。そうしたバークにとって、英国の伝統的価値体系を根底から否定するフランス革命は、道徳的にまさに悪であり、だからこそ撲滅されなければならないものであったのである。

「保守」と「反動」との差に関して、ひとつの注意が必要かもしれない。バークは、「何らか変更の手段を持たない国家は、自らを保存する手段がありません。そうした手段を欠いては、その国家が最も大切に維持したいと欲している憲法上の部分を喪失する危険すら冒すことになり兼ねません」と書いている。
村岡健次氏の解説によると「一方で既成の権威をみとめ、他方でこれを効用の観点で問う現実的な態度がかれら［バークら保守主義者］の行動を根本的に規定しているのが、わかるのである。これにたいし、この２つの領域を峻別しえないのが反動主義者であるのはいうまでもない」。

ホイッグ党員であったバークはさしあたって別として、英国の場合、「保守主義」（conservatism）と「保守党」（Conservative Party）のイデオロギーあるい「非」イデオロギーとを区別することは、単語のうえからもむずかしい。しかし、サッチャーの登場に際し、「非イデオロギー的政治と現実的統治術（non-ideological politics and pragmatic statecraft）というディズレイリにまでさかのぼる英国保守党の伝統」
に反するとする反応があったことは、参考になる。付言するならば、この統治術（Conservative statecraft）は、ひとつの国民（one nation）をめざしたものであるべきであり、したがって、国民の分裂を回避しなければならない、という自明の目標を含んでいたと理解される。それは、英国のナショナルな伝統に回帰することによって、最も効率的に達成されるであろう。

19世紀前半の工場法をめぐる、トーリー党（保守党）、ホイッグ党（自由党）の論戦は、保守主義のひとつのスタンスを知る上で興味深い。

「自由な労働」（free labour）「自由な行為者」（free agent）への挑戦としての工場法規制（たとえば、労働時間の制限）が、成人男性労働者の労働への規制としては、19世紀前半の自由主義の時代には、理念として成立しにくく、自由な行為者でない（自分自身を保護する能力のない）とみなされた児童、年少者、成人女性の労働を規制することにより、間接的に実現したことはよく知られている。
竹内敬子氏は、成人女性の労働時間を制限した「1844年工場法」を検討する作業の中で、規制の導入を推進したのがアシュレーらトーリー党員たちであったことともに、『ノーザン・スター』紙の記事（1844年２月24日、４月８日）を紹介している。「婦人労働者の雇用は増大し続けている。彼女達に生じている道徳の低下――家庭の無視と家庭の快適さの喪失（彼女達が工場に働きに出ることの当然の結果）――が、父として、夫としてであろうと、兄弟として息子としてであろうと、家庭における成人男子の慣習をひどく破壊してしまった」「10時間工場法案は、妻を家庭に帰し、男を男に、すなわち自分自身の家族の扶養者、保護者にするだろう」。

ここで、トーリーの運動は、男が労働をし、女が家事をするという、伝統的な英国社会の「自然の秩序」を回復させるものとして支持されていることがわかる。
「専業主婦」の出現が産業革命後の出来事であったことは、よく言われることであるから、「伝統」について、ウォーラスティンが述べた＜一般理論＞は、おそらくここでも通用するだろう。すなわち、「伝統」とは、決して真に通時的に受け継がれてきたもの（ブローデルの「構造」？）ではなく、「その時点で近代的といわれるものより古く、それよりは以前から存在したということであるにすぎなかった」。

· デューイ以後の用語法
しかし、この用語法は、（新）保守主義≒自由放任主義あるいは市場万能主義という、現在の標準的理解と齟齬をきたす。実は、用語法の変更が、デューイ（John Dewey、1859－1952年）以後、もともと伝統的身分制秩序をもたなかった、「自由の国」米国で、自由主義内部の対立の中で、生じたと考えられる。
プラグマティズムの哲学者として広く知られているジョン・デューイは、晩年の1935年に『自由主義と社会的行動』という著書をあらわした。
この著書でデューイは次のような主張を行なった。

デューイによれば、初期の自由主義は、個人の生来の権利を政府の侵害から守るということを主眼としていた政治的自由主義（ロック）であったが、しだいに、個人の自由な経済活動を称揚する経済的自由主義のイデオロギー（アダム・スミスの「見えざる手」）となっていったという。しかし、古い社会が解体され、20世紀初頭までに少数の人間が権力を握る社会、巨大な組織を介してのみ経済活動が可能となる社会が欧米で成立しても、相変わらず、強靭な個人主義（自己責任）の必要を説くだけで、ドグマ的に自由放任主義を擁護することは、自由主義に本来あった自由の尊重、個人に生まれながら備わった能力の開発、個性の開花や知性の活性化といった要素を無視した、いわば、自由主義の自らに対する裏切りではないか？デューイは、自由放任主義を批判し、経済活動に対する政府の介入や規制によって、「社会化された経済制度」を構築することこそ、個人の自由な発達という自由主義の根本理念を実現するとした。

自由放任主義に固執する自由主義は、デューイ以後、新たに保守主義と呼ばれるようになったのである。本稿では、経済面での政府の役割を強調するデューイのとった立場を、カタカナで、リベラリズムと呼ぶことにしよう。大雑把にいえば、共和党が保守主義、民主党がリベラリズムの政党である。この米国式用語法（と主張）が英国に逆輸入されたわけである。リベラリズムは、自由党とその後身である自由民主党に、保守主義は、保守党に流れ込む（やがて、サッチャーがこの流れの中で登場する）。考えてみると、19世紀的資本主義がピークに達した時期の前と後とでは、保守主義の意味に変容があったほうが、むしろ自然なことだったかもしれない。ただし、この分野の用語の多義性、あいまいさを（たとえば、「アダム・スミスは保守主義者である」とか）生じてしまったが…。

そのような英米の保守主義が1970、80年代に脚光を浴びることになり、英国では、「ニューライト」と呼ばれたことは、A．ギャンブルが説明しているとおりである。
同じ保守主義者たち（サッチャーやレーガン）の主張は、わが国では「新保守主義」と呼ばれていた。この、わが国の用法の場合、「新保守主義」とは、デューイ以後新たに「保守主義」と呼ばれた古典的自由主義の見解を指すことになるだろう。後述するように、この用語法のもとでは、それを「新自由主義」とほぼ同義とする。
実は、この「新保守主義」（neo-conservatism）という語も多義的な語である。米国では、本来、この語は、1970年代を中心に、リベラルから保守に転向し、「民主政の過剰」を批判して、『パブリック・インタレスト』誌に拠って論陣を張った一部の知識人（代表的には、アーヴィング・クリストル Irving Kristol 1920年－）の主張を指す言葉であった。
たとえば、クリストルは、「共和政」を賛美し、そこでは人民の理性的意志が最高の支配者であり、人民の情念はそれへの服従を求められる、とした。人民の文化的、道徳的素質が問題とされるのはこうした脈絡においてであった。彼らの道徳主義的立場は、米国の「ニューライト」と類似しているが
、この場合、保守主義は、（市場経済とは別のものとしての）なんらかの「伝統」（クリストルの場合は共和政）を擁護するという本来の意味での「保守主義」の意味で用いられており、その新たなバージョンであるから「新保守主義」と呼ばれる資格があったわけである。

ところで、30年代の論争の中で新たに「保守主義」というラベルを貼られた側（たとえば、ハイエクやフリードマン）からの、6、70年代の＜行き過ぎた寛容主義＞や＜行き過ぎた福祉国家＞への反発は、「新自由主義」（ネオ・リベラリズム）という、新しい用語に反映されている。「市場経済」、「小さな政府」、「規制緩和」、「選択の自由」、「自由放任」、「個人主義」といった用語群は、保守主義にも新自由主義に結びつけられるのである。ただし、この「ネオ・リベラリズム」という用語をリベラリズムの側から、リベラリズム自身を刷新しようとした、ギャリー・ハート、ポール・ソンガス、ロバート・ライシュらの民主党員の主張をあらわすこともあり、さらにまぎらわしい。

一方、英国では、保守党が何らかの意味で刷新されると、「新しい保守主義」（new conservatism）が登場することになる。たとえば、戦後早々の総選挙で大敗北した保守党がR.A.バトラーのもとで再建されたときがそうであるが、サッチャー（Margaret Thatcher　1925年－）の場合は、＜とてつもなく新しい＞保守主義だということになろうか？

実は、英国のサッチャリズムにしても米国のレーガノミックスにしても新自由主義的に理解されることが多いが、いずれの場合にも、英・米の＜ナショナルな＞伝統的価値を保守しようという側面を確かに持っている。ロナルド・レーガン（Ronald Reagan 1911年－）の場合、その政治的基盤は、米国の「オールドライト」であったし、サッチャーの場合、戦後の社会民主主義的施策による＜行き過ぎた福祉国家＞への反発があるのは確かであるが、それが伝統社会への回帰の主張として展開される。イングランド中部の町、グランサムの食料品店の娘として生まれたサッチャーの伝記からは、彼女にとって、保守すべき勤勉で敬虔な「自助の世界」（また「自己責任の世界」）が浮かんでくる。彼女の保守主義の背景には、そうした彼女の生活体験がある。彼女のことばを引用しておこう。「出身に関わらず、なんらかの財産をもち、貯蓄できるという目的に向かってわれわれは働いています。われわれは自分の努力でハシゴを上る人を助けるべきでしょう」。サッチャーのアナクロニズムというべきであるが、ヴィクトリア朝の古き良き英国のイメージなのであろう。

　ダニエル・ベル（Daniel Bell 1919年－）は、レーガン政権を「政治的怪物」（political hippogriff）と表現した。つまり、それは、経済は「新自由主義」（デューイ以後の、福祉国家以後の、保守主義）に、文化は、伝統的な道徳を強調する（本来の意味での）「保守主義」に、同時に依拠して構成された多数派であったという矛盾を抱えていた。
当然、同じことは、サッチャー政権にも言える。アンドリュー・ギャンブルのタームでは、ニューライト自由主義派とニューライト保守主義派の存在である。
毛利健三氏は、「ニューライトを新自由主義と新保守主義との矛盾する統一体」と見ている。
1980年代の英米の保守主義が共通してもつ特徴はこの点にあるといえよう。２つの「保守主義」の共存と言えばよいだろうか？「福祉国家」やリベラリズムを共通の敵とした、その共同戦線であった。それが196、70年代の＜行き過ぎた福祉国家＞や＜行き過ぎた寛容主義＞への反発をエネルギーとしたものでもあったことは言うまでもないであろう。もっとも、サッチャー（やレーガン）自身の論理や心理のうえでは、両者は調和していたのかもしれないが、サッチャー（やレーガン）政権を支持した諸々のひとびとについては必ずしもそうではなかっただろうが…。ともかく多数派構成に成功したサッチャリズムは、統治術（statecraft）として、いったんは保守党内の信認を受けたかに見えた。が、しょせん、怪物は怪物であろう。この矛盾は、やがて新生労働党（New Labour）に衝かれることになる。

　企業活動にとって、また、市場が順調に機能するためには、伝統的価値が維持されていた方がよいだろう。たとえば、犯罪率は少ない方がよい。パイプラインに穴を開け石油を盗むことなどはとんでもない。また、ひとびとの自己責任の感覚は強固な方がよい。だから、「ニューライト連合」は、伝統的価値を擁護する。しかし、自由放任の市場万能型資本主義が社会の隅々にまで浸透してゆくと、市場が伝統的価値を破壊してしまう。たとえば、保守党政権下の英国における犯罪率の高まりはどうだろうか？
トニー・ブレア（Tony Blair）が「犯罪に厳しく、その原因にも厳しく」をキャッチ・フレーズにして、コミュニティーの再建を訴える影の内相（1992－94）として颯爽と登場した背景には、このような「資本主義の文化的矛盾」があったとはいえないだろうか？

· ２種類の自由
　BBCのテレビ番組「ニューズナイト」（わが国における放映日９月７日）は、今年の自由民主党の党大会を取材し、さまざまな党員にリベラリズムの定義を求め、マイクを向けている。

党員Ａ（老婦人）「（リベラリズムとは）国際主義と地域社会やマイノリティーあるいは人類一般への関心と責任」

党員Ｂ（壮年の男性党員）「それは自由。各人が自分で望んだ人生を歩める権利」。

党員Ｃ（若い女性党員）「環境重視と機会の平等」

党員Ｄ（老男性党員）「寛容主義、権利と責任を主張するバランス」

コンラッド・ラッセル伯（Earl Russell）
へのインタビューがそれに続く。「リベラリズムとは、権力（power）はコントロールされなければならないものであるという信念。ここでいう権力とは、政府の権力ばかりを指すものではなく、経済の権力、個人の権力、法人企業の権力が含まれる」。ラッセル卿の言葉がフーコー流の「遍在」する「権力」の視点
に立つものであるようにも見えることが興味深い。

このように、リベラリズムに対する見方は必ずしも一様ではないが、ここで、２種類の自由、すなわち、「消極的自由」と「積極的自由」とがあることに注目する必要がある。この点は、センのケイパビリティー概念の理解にとっても重要である。センの第２回アニエッリ賞受賞講演「社会的コミットメントとしての個人の自由」
によって見ておこう。

センによれば、２つの自由の概念を理解するひとつのやり方は、ある個人が何かをやろうとして＜不自由な＞状態におかれたとき、他者（個人、国家、他の制度）による妨害の果たす役割に注目することである。他者が行使しうる一定の拘束が存在しなければ、自由は消極的に実現している、という。それに対して、事態のあらゆる側面を考慮したうえで、上のような拘束の有無に関わらず、ある個人が達成しうること、しえないことを区別することができる。これが積極的自由の見方である。明らかに消極的自由の侵害は必ず同時に積極的自由の失敗を伴うがその逆は成り立たない。また、この２つの見方は、密接に結びついている。センの挿話は興味深い。

センは、８歳の頃、ある出来事に遭遇する。当時、センは、ダッカのヒンズー教地区に住んでいたのだが、「ある日の午後、一人の男が大量の血を流しながら、哀れな叫び声をあげて我が家に逃げ込んできた。その人は、背中にナイフを刺されていたのだ。彼はイスラム教徒の日雇い労働者で、名前はカダー・ミアン。わずかの報酬で、近くの家まで一山のたきぎを届けにきたのだった。私の父が彼を病院に連れて行くあいだじゅうミアンは、宗教間の騒動が収まるまでは敵対するヒンズー教徒の居住区に行かないでと自分の妻から制止を受けていたことをうわ言のように繰り返した。しかし、彼の家の食べ物が底をついたため、仕事を捜すために外に出て行かざるを得なくなったのだ。そうした経済的不自由がもたらした報いは死であった――彼はその後病院で亡くなったのである」。

この挿話において、積極的自由と消極的自由とがどのように結びついているかという考察は読者に委ねよう。自由至上主義（リバータリアニズム、libertarianism）は、消極的自由のみを「自由」と考えがちだが、「選択の自由」が重要だ（！）とすると、積極的自由の重要性は否定できない。「自由の適切な観念は、積極的かつ消極的なものでなければならない」のである
。

３．「ケイパビリティー」とは何か？

いよいよ、「ケイパビリティー」（capabilities）の概念を導入する。鈴村興太郎氏は、この語に、「潜在能力」という訳語を与えているが、本稿では、カタカナで通そうと思う。

　まず、センの著書『福祉の経済学』
（1985年）の第２章に従って、以下のように、記号を定める。
　xｉ＝個人ｉが所有する財のベクトル。提供されたサービスにまで範囲を拡張することは、まったく自然であろう。すべての　xｉの集合が「権源（エンタイトルメント）」Ｘｉである。
c(･)＝財ベクトルを（ランカスターLancaster流の）特性ベクトルに変換する「特性関数」。

ランカスターの「新しい消費者理論」の太田誠氏による解説
によると、ランカスターとセンの問題意識の重なりが見えてくる。「Lancasterによれば、財の性質が主観的であるのは財の客観的性質と消費者の選好（preference）とが混同されているためである。主観的性質は客観的性質に分解できるのであり、このように分解すれば主観的な選好から独立した普遍的な性質に辿り着く。例えば、牛肉のうまさは牛肉１ｇに含まれる蛋白質、脂肪、アミノ酸等の量や肉の固さ、色等の沢山の物理的・客観的諸性質に依存しているであろう。これらの客観的性質について人々の意見は一致する。即ちこれらの性質は普遍的である」。

センがランカスター理論に注目したこととは当然のことのように思われる。センの意識も「効用」という主観的な指標からいったん離れることであった。客観的な、観察可能な指標でどこまでゆけるか？センは、『福祉の経済学』の「日本語版への新しいてびき」の中で「幸福であるとか欲望をもつということは主観的特性であって、われわれの客観的な有様（たとえば、どれほど長生きできるか、病気にかかっているか、コミュニティーの生活にどの程度参加できるか）を無視したり、それとかけ離れたりすることが十分ありうる」と述べている。ただ、ランカスターの特性は、人間の側の条件を無視している。この点で、センは、ランカスター（やロールズ）から離れる。なお、「特性関数」について、センは、わざわざ、「必ずしも線形ではない」と注釈している。後出の「機能」にしても同じであるが、特性が０－１値のケースは、十分考えられる。
　fｉ(･)＝個人ｉがその所有する財の特性ベクトルから「機能」のベクトルを対応させる「利用関数」。個人ｉが実際に行ないうる財の利用パターンを反映する。
Ｆｉ＝個人ｉが実際に選択可能な利用関数fｉ(･)の集合。

同じ特性ベクトルを利用しても、人間の側の利用能力が問題になるのである。性能の良い自転車があってもそれを移動手段として利用できるかどうかは、ひとの問題である。センは、『福祉の経済学』の中で次のように述べている。「ひとはその財がもつ特性に対して支配権を確立できる。例えば、食物を所有することにより、ひとは飢えをしのぎ、栄養を摂取し、食べる楽しみを得、社交的な集りを支援するといった、食物がもつ諸特性を入手できるのである。しかし、財の特性はそれを用いてひとがなにをなしうるかを教えてくれない」
。ひとが行ないうること、なりうること、それが「機能（functioning）」である。
ひとが特定の利用関数を選択すると、財ベクトルxｉを用いて達成する機能は、ベクトルbｉ＝fｉ(c(xｉ))で与えられる。機能bｉは、いわば＜ひとのありさま＞であり、センの例示では、栄養は行き届いているか、服装はきちんとしているか、移動能力は備わっているか、コミュニティーの生活に役割を果たしているかなどである。

hｉ(･)＝個人ｉが達成する機能に関連づけられた「幸福関数」。uｉ＝hｉ(fｉ(cｉ(xｉ)))は、ひとの享受する幸福である。センによれば、生き方の＜評価＞とその生き方が生む＜幸福＞の測定とは２つのまったく異なる作業である。センは、両者の混同を現代経済理論の普遍的傾向（『合理的な愚か者』という書名は、そのことをあらわしている）として批判する。
「福祉」（well-being）とは、ひとのありさまの評価vｉ＝vｉ(fｉ(c(xｉ)))であると考えられる。

　最後にケイパビリティーを定義しよう。次の集合を考察する。
　Ｑｉ＝｛bｉ|あるfｉ(･)∈Ｆｉとあるxｉ∈Ｘｉに対してbｉ＝fｉ(c(xｉ))｝

この集合Ｑｉ（Ｘｉ）は、財の特性を機能に変換する個人的特徴Ｆｉと財に対する支配権Ｘｉ（権源）が与えられたもとで個人ｉが機能の選択に関してもつ自由度を表現している。それは、川本隆史氏の表現によれば、「生き方の幅」である。Ｑｉをこれらのパラメーターが与えられたもとでの個人ｉの「ケイパビリティー」（潜在能力）と呼ぶ。選択範囲がより広い、ということにある種の価値（アドバンテッジ）を認めるならば、ケイパビリティー集合そのもの順序づけが必要となるだろう。

４．貧困・開発・環境

本節では、ケイパビリティーの応用例を考える。第一の応用例として考察の対象とする「貧困」の問題は、ケイパビリティー概念の復習にとっても打ってつけのテーマである。実際、前節のセンの議論は、統計学における、いわゆる「貧困線」をめぐる絶対的アプローチと相対的アプローチとの、センによる止揚の試みを通して理解するとわかりやすい。
「貧困線」（poverty line）とは、人間生活を支えるのに最低限必要な水準のことであるが、その命名者でもある19世紀末の英国の統計学者ラウントリーのように固定されたマーケットバスケットを獲得する費用で捉える立場とタウンセンドらのように社会的環境によって必需品が決まるという側面を重視する立場とがある。
「たとえば、亜麻布［リンネル］のシャツは、厳密にいうなら生活必需品ではない。ギリシャ人やローマ人は亜麻布を知らなかったけれども、思うに、はなはだ快適な生活をしていただろう。ところがこんにちでは、ヨーロッパの大部分を通じて日雇労働者にせよ、まともな人なら、亜麻布のシャツをつけずに人前に出るのは恥ずかしいと思うであろう」。よく引用される『国富論』の一節である。
＜恥ずかしいと思うことなく人前に出ること＞ができるために必要な財・サービスバスケットは、たしかに社会環境によって異なるであろう。その点では、相対的アプローチが適切なのであるが、センは、＜恥ずかしいと思うことなく人前に出る＞ことができること自体を（財・サービス、あるいはその特性によってひとが実現する）「機能」という概念によって捉えることにより、ふたつの立場を止揚しようとした。繰り返しになるが、「機能」とは、ひとが何をなしうるか、また、どうありうるか、を指す概念である。たとえば、「栄養は足りているか」、「移動能力は十分か」、「コミュニティーに参加することができるか」、といったことを問い、それを多次元的に（ベクトルとして）指標化しようとしたものである。「貧困」は、機能の空間において絶対的であるが、財・サービスの空間や特性の空間では相対的なのである。
センの「ケイパビリティー」とは、そのような、さまざまな「機能」が、財・サービスに対して、ひとがもつ「支配権」（エンタイトルメント）のもとで、達成されうる範囲を示した集合のことである。センにとって「福祉」（well-being）とは、「機能」ベクトルに与えられた生き方の「評価」のことである。

「貧困」の概念をこのようなケイパビリティー概念によって規定し、測定しようとすることは、実質所得などによるその規定・測定とは多くの相違をもたらすであろう。「所得の貧困」でなく、「ケイパビリティーの貧困」が問題になりうるケースがあるのである。たとえば、米国が高所得国であることは、疑いえないが、1989年のデータでは、平均寿命はそれほどではなく（世界で13位）、しかも、35歳から54歳までの年齢集団をとった場合、黒人の死亡率は白人の2.3倍に及ぶ。「飢えに苦しむバングラデッシュの住民よりもニューヨークのハーレム地区に住む黒人の方が、40歳ないしそれ以上まで生きる公算がうすい」という
。もちろん、所得としては、ハーレムの黒人の方がバングラデッシュの住民よりはるかに稼いでいる。

　第２の応用は、「開発」である。ケイパビリティー概念の開発問題への適用は、国連開発計画（UNDP）へのその影響力から見て、すでに確立されたもの、という感がある。ここでは、「効用」概念を用いた従来の厚生経済学ではなく、なぜ、ケイパビリティーなのかという説明を試みてみよう。

すでに明らかなように、ケイパビリティーから考察された「福祉」は、＜幸福＞（happiness）や＜欲望充足＞（desire-fulfillment）の意味における「効用」とは異なる。（規範的）経済学は、福祉を効用によって考える「福祉の効用アプローチ」を長い間とってきた。功利主義（utilitarianism）がそうであったし、効用の個人間比較が否定されてからも、厚生主義（＝効用主義、welfarism）は、やはり福祉の基礎を「効用」概念に求めてきた。すなわち、それぞれの状態における個人の効用を基礎としてのみあらゆる社会状態はランクづけられなければならないと考える立場を取ってきたのである。しかし、このアプローチは、物理的条件の無視（精神的な態度に全面的に基礎をおくこと）であり、評価の無視（ある種の生き方を他の生き方と比較して評価しようとする知的活動を避けること）であるという二重の欠陥をもつ。とくに、後者は、ある生き方から得られる幸福感を測定することがもしできたとしても、その生き方に対する、評価者としての自己を登場させることは、別のことがらであるという、冷静に考えれば自明の事柄を確認することである。

開発の問題に、こうした考慮が必要であることを、センは、「コミットメント」論文で、インドの女性の地位の問題や文盲率の問題を例にあげて説明している。

インドの多くの地域、とくに農村部において、女性が男性と比べて権利が奪われ、様々な面で差別されていることは、よく知られている。それが、死亡率、罹患率、栄養状態など多くの項目で女性のケイパビリティーに問題を生じていた（なしうる自由が乏しい）。
しかし、変革に対して功利主義的な反論をするひとびとは、インド農村部の女性は、概して男性の地位を羨んで悩むことも、自分たちの状況を痛ましい不平等とみなしてはいない、と議論するだろうし、実際に、変革に対する反対勢力は、そのような論陣をはったのである。しかし、センは、次のように反論する。「女性たちが以前より多くの自由を味わえるようになったときに、その状態に価値を認めようとしない、そのような事態がありうることを教えてくれるような史実は、世界の歴史のどこにも見いだせはしない」。

文盲率の問題でも事態は同じである。インドでは、初等教育の充実が他の公共政策ほど重視されてこなかった。ここでも、しばしば持ち出される理由付けは、インド人の文盲は読み書き能力がないことを深刻な不幸だと感じていないし、教育を受けることを激しい欲求の対象としていない、というものであった。センは、次のように議論する「インドの文盲層の精神状態の記述としては、右の議論は正しいのかもしれない。けれども、文盲も不自由な状態であることに変わりはしない――それが、読むことの自由の欠如にとどまらず、読み書きが必要なコミュニケーションを条件にもつ他のすべての自由の切り詰めにつながる以上は」。

センは、続けて次のように述べている。「この点からも、自由に中心的価値を認める社会倫理学は、快や欲求をベースとした社会的計算とはきわめて異なる方向へと、われわれを導くことになるのである」。

次に環境への応用である。筆者は、昨年から今年にかけて発表した論文、学会報告において、『ブルントラント報告』の「持続可能な発展」の概念は、センのケイパビリティー概念をベースにして理解・解釈すべきであることを主張してきた。

筆者が行なおうとする解釈は、『ブルントラント報告』（邦訳名、『地球の未来を守るために』）が「現代の世代のニーズを満たしながら、なおかつ将来の世代が自らのニーズを満たす能力を損なわないような」発展というときの「自らのニーズを満たす能力」をケイパビリティーによって理解すること、あるいはそうすべきであるということである。

十分な展開を行なう紙幅がない。また、この持続的発展へのケイパビリティーアプローチは、まだ始まったばかりである。しかし、さしあたってそれが、よくある持続的発展への「効用」アプローチを否定するものであること、したがって、グリーンGDPのような貨幣指標を効用のプロクシーと考え、それが持続的に成長すればよい、という立場を取らない、ということは強調しておこう。また、それが、いわゆる「強い持続性」を出発点とするものになるだろうということは述べておく価値があるだろう。強い持続性から出発し、考慮する項目がケイパビリティーにとってどのような意味をもつかを考察する。そうすれば、石油埋蔵量そのものが持続する（減らない）必要はないことがわかるであろう。エネルギーの利用効率を考えれば、一定量の石油を使ってできることが変わってきたし、特定のケイパビリティー項目を実現するのに必要な、石油の量は、生活パターンの変化によっても変わるものであろう。環境・経済統合勘定の推計における大きな難点である、ユーザーコスト法の利用を避けることができるようになるかもしれない、と筆者は考えている。

しかし、まだまだ問題点がある。ひとつには、「個人」ｉをベースにしてなされているセンの定義を「世代」にどのように翻訳するのかということがある。世代内の公平性に関する基準が必要になるかもしれない。鈴村興太郎氏が紹介している、スッピス、アロー、センによる「拡張された同情アプローチ」
（あるいはロールズの概念）の利用が有望かもしれない。さらに、個人を世代に単純に置き換えたとしても、ある世代から他の世代へのケイパビリティーの＜増進＞をどう表現するかという論点がある。もっとも単純なのは、集合の包含関係で示すことである。つまり、ケイパビリティー集合がだんだん広がって行くことで、持続性を表現することである。より本格的ななんらかの「順序」類似概念によることも考えられよう。

５．ケイパビリティー・コンシャスな政府が必要である。

・「社会的排除」とケイパビリティー

　センは、今年（1998年）８月27日、ケンブリッジ大学ロビンソン・カレッジで開催されていた国際所得・国富学会（International Association for Research in Income and Wealth、IARIW）に招かれ、基調講演を行なった。講演のタイトルは、「社会的排除と経済測定」（Social Exclusion and Economic Measurement）であった。表題にある「社会的排除」とは、昨年５月、18年ぶりに政権の座に返り咲いた英国労働党が次の段階で取り組むべき課題として現在強調しているものである。
センは、この「社会的排除」の問題がまさに「ケイパビリティー」の問題にほかならないことを強調した。
この講演で、センが「社会的排除」＝「ケイパビリティーの貧困」の例としてあげているのは、次のような項目であった。
１．失業
２．保健サービスへのアクセスの欠如
３．教育機会の欠如
４．社会的なセイフティー・ネットの欠如
５．信用市場からの排除

６．身体障害と身障者用の便宜の欠如

７．買い物のためなどの移動能力の制限
８．政治的排除 例：選挙権の欠如
９．難民と市民的排除
１０．文化的排除 等々。

センが上のリストで「失業」を第一位に置いたことに注目したい。実際、ノーベル賞受賞決定後の記者会見（1998年10月16日）で欧州の高失業率に触れ、「失業者の数を減らすことが優先されていないことが背景だ」と指摘したと伝えられている。センは、欧州中央銀行が物価安定という使命しかもたないこと、就業促進より失業者への補助を優先する各国の政策をその要因としてあげたとは、興味深い。

· ケイパビリティー・コンシャスネス

本節は、「ケイパビリティー・コンシャスネス」（筆者の造語である）の必要性を訴えることを目標としている。センの例を使おう。1958年から61年にかけて起こった中国の飢饉で、2300万人から3000万人にのぼる死者が出たとされている。なぜか？当時の、「大躍進」政策を目標に掲げた中国政府が＜ケイパビリティー・コンシャス＞でなかったからではないか？また、中国政府の不適切な政策が暴走したのは、反対政党がなく、飢饉について言及するメディアもなかったからではないか？センは、書いている。「そもそも世界中の飢饉の陰惨な歴史を振り返る限り、出版の自由と精力的な反対政党を備えた民主主義的体制の国家において、飢饉が発生した事例をさがすのは至難のわざと言える」。

　しかし、わが国のような、民主主義的政治制度があり、言論の自由が保証されている国においても、保守主義（新自由主義）イデオロギーの普及の結果、ケイパビリティーに無関心な施策が無自覚に継続される可能性を否定できなくなっている。前節までに述べてきたように、「自由」は、あるいは、ケイパビリティーの促進は、社会のコミットメントなしには実現できるものではない。筆者は、この社会のコミットメントのこそ、「公共性」の重要な構成要素であると考える。むしろ、「公共性」とは、ケイパビリティーの促進に向けられた社会のコミットメントのことである、という用語法を提唱したい。再び、２種類の自由に言及すべきかもしれない。ケイパビリティーの促進のためには、「積極的自由と消極的自由の両面、さらには両者の広範な相互関係にも目を向けなければならない」
こと、また、複数政党制、言論の自由
のような「消極的自由は、きわめて強力な力でもって被害を受けやすい住民の基本的な積極的自由を保障してくれるものなのである」
とするセンの指摘は傾聴に値するものだろう。

・雇用・労働の場のケイパビリティー　

　現時点で筆者が特に危惧するのは、わが国の雇用・労働の場における「ケイパビリティーの危機」である。熊沢誠氏の最近の著作、とくに『能力主義と企業社会』（岩波新書、1997年）は、能力主義が浸透してゆきつつある日本の職場について、ケイパビリティー上問題のある、多くの事態の観察を提供するとともに、われわれの観点からも興味深い論点を提起している。

　同氏は、「年功序列」のような一見すると非能力主義的に見える日本の企業内制度にも能力主義的要素が案外強いことを指摘している。典型的な例としての「年功制」の場合、「年の功」ではなく「年と功」が重視され、入社年が同一の被用者グループを、昇格・昇給等である程度までだいたい同じに処遇し、そのあとで、処遇に差をつける。そのように被用者に仕切りをつけることによって、かなり早期に出世に見切りをつけて昇進競争からドロップアウトしてしまうひとびと（欧米の労働者によくある）の発生をこれまでは避けることがてきた、とする。

熊沢氏がとくに強調しようとしていることを、氏のタームで説明すると、「生活態度としての能力」ということばがキーとなるであろう。能力主義が強化され、高度なフレキシビリティーへの適応能力が求められると、それが、被用者の生活を犠牲にするような勤務を＜生活態度として＞要求することにつながる。また、家庭内での責任、地域社会における責任をもつことが多い女性の能力を低く評価し、昇格や昇給の面で女性を不利にすることにもつながる。このような事態は、被用者の個人別業績評価（被用者の態度・性格までをも人事考課の対象とする「情意考課」を含む）の進展とともに、人権抑圧といってもよいほど、ケイパビリティー上の重大な問題になっているのではないだろうか？保守主義的背景のもとで、また、不況の進行とともに、こうした能力主義の強化がもたらすケイパビリティー危機は、拡大している。熊沢氏も、多くの事例を紹介しているが、ここでは、最近の『SPA!』
に掲載された事例を２つ紹介しよう。

まず、２年前に正社員として中途入社した36歳の元証券会社営業マンの例である。営業力を買われ半年後会社が入社時に約束した営業係長のポストに昇進した。ところが、今年９月、係長からヒラに降格されたうえ、データ入力担当の１年契約社員への人事命令が出されたという。

『SPA!』からのもうひとつの事例は、30歳、男性、情報会社勤務。やはり、中途入社の事例である。転職して半年たった今年５月、直属の課長から自分だけが「業務改善書」を提出しろといわれる。内容は売り上げアップ、日報に加えて週報提出などを要求したものであったという。課長とはそりが合わなかったようだ。最近営業成績は落ちてはいるが、“中の上”である。８月のはじめに、応接室に呼び出されて課長と総務部長から突然の退職勧奨を受ける。営業成績、営業報告、勤務態度の悪さを一方的に指摘され「あなたの履歴が傷つかないよう、双方円満なかたちで解決しましょう」。営業部長の反対で一度は辞めずにすんだが、３週間後、課長から「○月○日の日報では××社を訪問したことにになっているが、××社に確認したところそのような事実はなかった」とｅ－メイルが届く。そこだけ日報を取り繕っていたのである。謝罪したが、「日報に虚偽の報告をしたという理由で懲戒解雇を言い渡せるが退職願いを書くなら自主退職扱いにしてもよい」と会社側から再度の退職勧奨を受ける。彼がその足で社外組合に相談へ行ったのは賢明であったろう。

雇用の「委託契約」化の問題も大きい。「バイク便」が登場したのは、1982年のことであった。ライダーさえ集めることができれば手軽に始められるビジネスであったこともあり、脚光を浴びたことは記憶に新しい。
そうしたバイク便ライダーは、明らかに労働者であると思われる
が、バイク便会社とライダーの関係が委託契約であることは、あまり知られていないようである。今、バイク便ライダーの組合作りが急速に進んでいる。以下は、かれらのビラである。

「私たちは、委託契約による完全な無権利状態におかれています。１日11時間も拘束され、週６日も働き、有給休暇もなく、残業代もありません。労災事故にあっても会社は何の補償もせず、それどころか団体保険をライダーに掛けて保険金をせしめています。バイク便の会社は、ほとんどがそのようにして若者の生き血をすすって存在しています」。「納得できないなら契約できないね――これが小○社長の伝家の宝刀でした。一方的な労働条件の不利益変更をしておきながら、ライダーが納得できないと主張すると、とたんにこの解約＝解雇の脅しをかけるわけです。いやならやめろということです。ライダーにとって何一つ自由はありません。唯一の自由は、やめることだけです。しかし生活をするものにとって、職業をそう簡単に変えられるものではありません。結局、言うがままになるしかありません」。

　また、浅見和彦氏の最近の論文
では、労使交渉すらほとんど行なわれていなかった建設産業で、そして元請大手の一方的規制（賃金を含む「指し値」の横行）のもとで働くひとびとの悲惨な状況を以下のように伝えている。「（全建総連＝全国建設労働組合総連合傘下の諸組合に所属する）関東地方の組合員だけで、それもわかる範囲だけで、1997年におよそ100人もの人たちが自殺をしなければならなかった」。

　このような、労働、雇用の場におけるケイパビリティーの危機をもたらした原因のひとつは、弱体な労働組合（企業別組合）の問題にあるだろう。そのうえ、労働組合の組織率そのものが低下している
。さらに、労働や雇用の分野における法・規制、あるいは、より正確には、その現実の労働の場への適用にも問題がありそうである。たとえば、1993年の１月にパイオニアは50歳以上の管理職330人のうち、35人に退職勧告を出した。しかも、それは、拒否すれば解雇するという事実上の指名解雇にも等しい内容であったというが、佐久間賢氏は、次のように述べている。「個人の成績が悪いという理由で解雇されることは、職務内容とその目標管理が厳格に決められている欧米でも、きわめて難しくなっている。つまり、解雇するほどの責任が全部本人にあることを立証することはきわめて困難だからである。それが証明できない限り、訴訟リスクなしには解雇はできない」。
実は、前掲の『ＳＰＡ！』の事例にしても（日本の法体系のもとでも）、もし、訴訟が起こされれば会社側は敗訴するであろう。日本労働弁護団の運営している「雇用調整ホットライン」によせられる不当解雇や賃金不払いなどの相談でも、裁判なら労働者側が圧勝する例が多いという。
弱者の側を情報面で支援する態勢がととのっていない、ということであろうか？
同時に『SPA！』の２つの事例は、おそらく能力主義の強化にむしろ好意的であった労働者が転職先で遭遇した問題であることにも注意したい。バイク便ライダーにしても、「会社に縛られたくない」、「一生働くに値する会社などはないという」＜若者＞（20代、30代の労働者）の側の、ある時点での主体的な判断があったからこそ、バイク便という事業・労働形態が成立したのにちがいない。

また、浅見氏の示した事例は、前近代的なインフォーマル部門における状況を示しているように見えるが、バイク便における、委託契約労働の事例を見ると、保守主義のもとで労働のインフォーマル化が急速に拡大しているのではないか、という危惧を感じざるを得ない。インフォーマルな労働は、福祉国家における労働保護立法・規制のフレームワークの外側にいる。だからこそ、そのような労働が望まれるのである。

全社員を解雇して、派遣に置き換えようとする経営者が出てきてもおかしくないほどの
、昨今の規制緩和の流れの中で、また不況の進行とともに、ケイパビリティーの危機はさらに進行していることは確かであろう。「生きるに値する人生を誇りを維持して生きる」ということは、重要な「機能」なのではないか？
このような企業経営者の、ケイパビリティーを不当に損なう行動が、雇用不安を生み、景気をいよいよ悪化させているというのは、一種の皮肉ではあろう。熊沢氏も主張する通り、行き過ぎた能力主義の発動を抑制させる労働組合の取り組み（たとえば、人事考課への介入、企業横断的なワークルールの確立）と政府による規制が必要であろう。規制は悪である、労働組合は既得権擁護の団体であるといった、先入観をまず捨てなければならない。

· 地方自治体の役割

ひとびとのケイパビリティーの促進にとって、地方自治体の役割が重要であることも強調したい。今回の不況で、地方自治体の財政が悪化していること、それが不況対策発動の機動性を損なっていることは、新聞紙面で頻繁に報じられている。たとえば、1997年11月７日付け『日本経済新聞』は、日本経済新聞社の調査結果として、「全国の都道府県・市の65.5％が98年度予算で、地方単独公共事業の削減に踏み切る方針」であることを報じている。
財政悪化の原因は、神野直彦氏によると、わが国の政府間財政関係にある。つまり、地方が国の＜下請け＞となっていることであるという。
　わが国では、国（中央政府）が財政資金を集中的に管理する権限を握っている。国税は、総税収入の７割近くに達しているのに、国の一般会計に占める実質的経費（人件費と物件費）の割合は、一割にも満たない。それ以外の経費は、地方や特別会計などへの財政資金の移転となる。同氏は、「日本の中央政府は、自分で直接仕事を実施せずに、『系列』関係にある地方や政府系機関に財政資金を配分して仕事を実施させる『資金配分政府』なのである」、「親会社が子会社に赤字を押しつけるように、国で生じるべき財政赤字が地方につけとしてまわされてしまう」と議論する。日本に固有な地方財政の危機がこのように発生するのだ、という。

同氏は、「地方財政の基本的任務は…地域社会の生活を守る社会的安全ネットを、生活のレベルで張ることにある」こと、旧来の企業中心、現金給付中心の安全ネットが機能不全に陥っている現在、地方が福祉、医療、教育などの対人社会サービスを現物給付することによって、新しい安全ネットを張って行く必要があることを主張する。その通りであろう。

・市場とのつきあい方

最近、一部の資産市場（為替市場、株式市場など）の価格の変動にある種の解釈をほどこして、まるでそれが「神のお告げ」であるかのように喧伝する経済学者、評論家がいる。

「市場」の見方がなっていない。あるいは、「市場」とのつきあい方がなっていない。「市場」の中にいる、ふつうの経済主体が「市場」からシグナルを得、そのうえで最善を尽くそうとするのは当然である。しかし、政策当局（国）や政策を提起すべき経済学者がそれでは困るのである。市場で評価されてしまう政策目標とは、よほど底の浅い（為替レートそのものに目標があるケースなど）目標に限られるであろう。円安になると、日本売りであるとか、村山政権の円高のときには、市場を開放しない、規制緩和をしない日本を市場がバッシングしているのだ、などという言説がまことしやかに横行する。円安でも円高でも、財政スタンスの変化に、為替市場が反応しているに過ぎないことがいかに多いことか。株式市場といえば、それがバブル状態あるいはバブルの崩壊過程になかったことは、ここ数年ないのではないか？陳腐な価値観（市場は善であるとか…）にあわせて都合のよいことをいっている評論家が多すぎる。

ただし、与えられた政策目標のもとで、実行された政策が市場メカニズムと矛盾することはありうる。政策が市場に＜はじかれる＞ケースである。たとえば、飢饉に襲われた途上国への食糧援助は、恒久化すると当該国の食糧生産を破壊してしまう。見やすい市場メカニズムの発動である。

制度や政策を前提にして市場が機能し、市場結果が得られる。その結果（帰結そのものと権源）がわれわれの正義の感覚や、リベラリズム（ケイパビリティー）の感覚、あるいは環境的な持続可能性の観点から容認可能かどうかが判断され、容認不可能であれば、制度や政策が変更されることになる。

英国労働党の理論家、デービッド・ミリバンドが「政治は市場の結果に責任を負わねばならないし、負いうる立場にある」
というのは、まさに、こうした脈絡においてであろう。昨年政権を奪還した労働党政権の市場に対するスタンスをこの言葉から知ることができよう。それは、決して、市場の敵視ではない。かつての労働党の産業国有化路線ではない、新しい市場とのつきあいかたなのである。

なお、そのさい、制度や政策の市場結果をあらかじめシミュレーションする必要がある。近代経済学は、ようやく70年代の後半になり、そのような道具だてを手に入れた。それが、まだ不十分なものではあるが、CGE分析（計算可能一般均衡分析、computable general equilibrium analysis）だといってよいだろう。

ここで、いわゆる「公共財の理論」について付言しておきたい。筆者は、公共財の理論は、政府がやっていること、やってきたこと、また、政府がやるべきことについて、全くの誤解を与えた、と考えている。政府がやるべきことを狭めてゆこうとする保守主義（あるいはリバータリアン）からの攻撃に「公共財の理論」は、恰好の材料を与えてしまったのではないだろうか？純粋な公共財の範囲は、著しく狭いからである。

規制有害論を説いた70年代はじめの「捕囚理論」（スティグラー）
はどうだろうか？そこでは、規制立法（「財」）が政治過程（「市場」）で、投票を対価として需要・供給されるようなモデル構築が行なわれている。少し考えてみれば、同じモデルを、規制の導入でなく、規制の撤廃に使うことができることが簡単にわかるだろう。

· ブルデューの言葉

今年の６月号の『世界』は、フランスの社会学者、ピエール・ブルデュー（Pierre Bourdieu、1930－）の「ネオ・リベラリズムの本質」という論文を掲載した（『ル・モンド・ディプロマティック』誌からの転載）。

ブルデューは、新自由主義は、純粋市場の論理の邪魔になりかねないあらゆる集団組織（職場、労働組合、労働者のための権利擁護団体、家族）を俎上に載せてきたという（最近、俎上に載せられたのは、国家である！）。変形作用、むしろ破壊作用を通して、自らのユートピアを実現しつつある、新自由主義に対して、対抗しうる力はあるのか？少し長くなるが、ブルデューの言葉を引用しよう。

「［新自由主義への］移行は、大陸移動みたいなもので、そうとはわからないうちに、したがって感知できないような仕方で実現されるため、それがもたらすもろもろの結果、長期的に見れば最も恐ろしい結果は、なかなか目に見えない。しかもこれらの結果は逆説的なことに、この移行が引き起こすであろうさまざまな抵抗によってもまた、隠蔽されてしまう。つまり旧秩序が秘めていた潜在的可能性、昔ながらの連帯関係、また現在の社会秩序の一部をアノミーへの転落から保護してくれる社会関係資本
（この資本は更新され再生産されなければ消耗してしまう運命にあるが、明日にでもすぐ汲み尽くされてしまうわけではない）の蓄積などを糧として、旧秩序を擁護する人々からの抵抗によって（隠蔽されてしまう）。しかしこうした『保存』の力を、保守的な力として［軽く］扱うことはあまりにもたやすいけれども、別の角度から見れば［新自由主義による］新秩序の樹立に対する抵抗の力でもあり、転覆の力ともなりうるものである。だから私たちが何らかの道理にかなった希望を保持することができるのは、国家制度の中にも、行為者（特に下級国家貴族のようにこれらの制度に最も執着している行為者）の心的傾向の中にも、こうした［『保存』の］力がまだ宿っているからなのだ。それらの力は、ただちに非難されるであろうように、消滅してしまった秩序とその秩序に付随するもろもろの『特権』を単に擁護しているだけのように見えるかもしれないが、実際には［新自由主義の］試練に耐えるために、利己主義的な利害関心への個人的情熱だけを唯一の法とするのではないような、そして集団的に作成され同意された目的の合理的な探求にむかって方向づけられた集団に場所を譲るような、そんな社会秩序を創出し、構築するように努力しなければならないのである」。

　

付論

本文では触れることのできなかった、ケイパビリティーについての若干の論点を記しておく。

１．特性と機能

　本文における、ケイパビリティーの導入では、センのオリジナル・フォーミュレーションに従い、財・サービス（集合としては、エンタイトルメント）→特性→機能（集合としては、ケイパビリティー）という関数関係を仮定した。ところで、特性ベクトルは、財・サービスベクトルの関数なのだから、特性を省いてもどうということはないかもしれないという議論がありうる。本文では、オリジナル・フォーミュレーションにおける問題意識とランカスターの新しい消費者理論における問題意識との近似性を強調している。

　また、この特性不要の議論を強めるのは、特性と機能との境界線の不明瞭さであろう。若干を論点を整理してみた。

　特性は、生産される何か（再生産可能性をもつもの）と考えるべきであろう。自然環境のさまざまな項目の取り扱いに若干の迷いも感じるが、そうした項目は、パラメーターとして扱っておこう。そのうえで生産が環境に与える影響は、市場結果における個人のケイパビリティー状況をチェックするさいあらためて考慮されるであろう。

生産について、それを国民勘定統計作成上の慣行的生産境界によらずに、生産境界を最大限拡張して考える必要があるであろう。いわゆるヒルの基準、あるいは「第三者基準」の援用が適切かもしれない。この基準は、最近の経済企画庁による無償労働の貨幣評価額の推計等にも用いられたものであるが、市場的な生産だけでなく、＜第三者にやってもらうことができればすべて生産である＞とする考え方である。睡眠、運動、勉強など、ひとに任せることができず自分でやらなければ意味のない活動が生産から排除されることに注意する。第三者基準は、社会的な協同（協働）可能性の範囲を示したものである。また、多くの社会的協同は、現代社会では市場を通じて行なわれているということにも注意する。

　たとえば、原油が部屋を暖めるまでには、それが精製過程を経て、灯油という製品に変換されていならなければならない。灯油は、たとえばガソリンスタンドで販売されるまでさらに輸送・流通のプロセスを経る。一方、消費者は、自動車を運転し、灯油をガソリンスタンドで、石油ストーブをディスカウントショップで買い、石油ストーブを部屋に置き（夏にはしまい）、灯油をストーブに入れる、等の拡張された意味での生産活動を実行する。このように、SNAの意味で（市場的、非市場的に）生産された財・サービスが、消費される段階までに、さらに、拡大された生産過程を経るのである。

　一方、人間の側の問題としての機能は、個別的・集合的な消費の問題である。機能は、消費によって実現される、と書けばより正確になるであろう。消費は、第三者基準に照らして生産でなく、原則的に新たな生産物をもたない。（屎尿や呼吸に伴うＣＯ２の「生産」はあるのだが……。）ケイパビリティーからアプローチすることは、機能が実現される水準として「消費水準」を考察する可能性を明らかにしたように思われる。ただし、ここで、注意しておく必要があると思われるのは「機能は、個別的・集合的な消費の問題である」と書いたとき、集合消費という概念が「虚構」だということであろう。国家や地方自治体はもちろんであるが、家計という集団に関しても、同じことがいえる。消費の主体はつねに個人である。機能が実現されるのは、個人においてだからである。

　コミュニティーへの参加は、もちろん、消費の過程である。政治プロセスへの参加では、投票や議会の運営によって、関連諸特性が生産されていることに注意する。

　わかりにくいかもしれないのは、生産の場にも消費のプロセスが拡張されていることである。社用消費のような自明な例を言っているのではない。たとえば、前に第三者基準から見て生産から排除されるとした「運動」であるが、仕事で都内を大急ぎで移動するときなど、明らかに「運動」（運動不足の解消！）をしている。通勤もかなりの運動であろう。生産と消費が同時に行なわれている。職場の快適さや人間関係もケイパビリティーにとってもちろん重要であるから、職場に関係するさまざまな機能も、生産可能な特性に結びつけておかなければならない。機能は、個別の人間に、いわば吸収されている。だからこそ、それは、消費なのである。
このように解釈すれば、特性を経由する方法に、十分意味があり、経済学の概念的基礎を点検する道具立てにさえなりうるものであることがわかる。

２．権源と帰属計算

　前項で述べたような、経済学の、あるいは国民経済計算の基礎概念の再点検という面でのケイパビリティー・アプローチの役立ちと関連して、この項では、筆者が注45）で示した学会発表論文（の補論）のなかで、無償労働の貨幣評価へのケイパビリティー・アプローチのひとつの帰結を示そうとする試みを行なったことに触れておきたい。

　当該論文で、筆者は、無償労働の貨幣評価に関する代替的な諸方法のなかで、代替費用（ＲＣ）法でなく機会費用（ＯＣ）法の使用を推奨している。無償労働、代表的には、家事労働を評価する場合、特定の家事労働を市場の同種のサービスで置き換えるのに必要な費用（の労働分）で評価する代替費用法と市場に労働を提供すれば得られたであろう機会損失で評価する機会費用法とがあることはよく知られている。筆者が後者を推奨した根拠は、そのような帰属を行なって所得概念を拡張することによって表現される権源集合のリアリティーの適否という点にあった。（実質でない）名目国民勘定フローは、所得概念との整合性を要求される。したがって、生産境界を「帰属」によって拡大する場合、その名目評価は、それが含意する所得の大きさが表現している権源集合の記述の的確さから判断されるべきである、と考えたわけである。

　家事労働を行なう共稼ぎの主婦は、残業を行なえば得られたであろう所得を犠牲にして家事をしているかもしれない。この場合、権源の記述としては、残業所得で購入できたはずの財・サービスの量が含まれるべきである。機会費用法は、まさに、必要な所得概念の拡張（帰属）をこのような観点から行なおうとする方法である。他方、代替費用法では、市場で提供される同種の財・サービスと家事生産物との、よく指摘される質の差や労働の生産性の差もさることながら、家事生産物の多くは、販売する意思のない生産物であることが見失われている。やや極端であるが、出産の例はどうであろうか？（生殖革命の進展によって代理母による出産の代行が技術的には可能になっている。）

　ここで、注意すべきかと思われることは、名目と実質とのちがいである。無償労働の評価をどの方法で行なおうが、その実質化においては、無償労働による生産物と市場労働による同種の生産物とは区別されるべきであることは言うまでもない。

３．ポパー

　ポスト保守主義の思想を模索するとき、カール・ポパー（Karl Popper 1902－1994）は、きわめて重要な思想家であるように思われる。なぜなら、ポパー自身は、明らかにリベラリストであるが、保守主義（新自由主義）の闘士
、ハイエク（Friedrich von Hayek 1899－1992）と密接な交流をもっていたことはよく知られている事柄だからである。ポパーのアイディアの多くをハイエクは受容していたし
、ポパーにとっても、ハイエクは間違いなく最も重要な読者のひとりであった以上に、いわば、「命の恩人」であった。
また、ポパーの述べた、利己主義でない個人主義、集団主義でない利他主義という＜ミックス＞は、ケイパビリティーを基礎として構想されるリベラリズムのスタンスでもあるだろう。もちろん、ここでいう利他主義は、公共性への配慮を含む利他主義であるべきである。

　ここで、ケイパビリティー・コンシャスな政府の果たすべき役割に関連するであろう、ポパーの議論を紹介しておくことは決して意味のないことではないであろう。

　カール・ポパーの主著『開かれた社会とその敵』の第９章は、ユートピア社会工学とピースミール社会工学の対比を論じる有名な章であるが、その章の注２で次のように、苦悩と幸福との間の非対称性について書いている。
「倫理的な観点から見ると、苦悩と幸福、ないし苦痛と快楽の間には対称性はないと私は信じる。功利主義者の最大幸福の原則と『他の人々の幸福を促進せよ……』というカントの原則は両方とも、私には（少なくともその定式においては）この点において根本的に誤っていると思われるのであり、合理的に論証できないにしてもそうである」。「道徳上の観点からは、苦痛よりも快楽の方が重大ではありえず、またとくにある人の苦痛よりも別の人の快楽の方が重大ではありえない。最大多数の最大幸福を要求する代わりに、もっと控えめに、すべての人のために避けることのできる苦痛を最小量にすることを要求すべきである。更にまた、不可避的な苦悩──不可避的な食糧不足の時期の飢えのような──はできるだけ平等に分けられるべきことを要求すべきである」。

　ポパーの主張は明快であるように思われるが、同じ章の本文からも若干の引用をしておこう。「人を幸福にするような制度的手段は存在しないのだから、その要求はおそらく幸福にして欲しいという要求であるよりも、不幸が避けられる場合には不幸にしないで欲しいという要求であろう。彼らは、自分が苦しんでいる場合には可能な限りの援助が与えられることを要求するのである。それゆえピースミール社会工学は、社会の最大の究極的善を探してその獲得のために闘うよりも、社会の最大で最も緊急な悪を探してそれと闘うという方法を採用するであろう」と記している。問題の注２はここについているのであるが、さらに続けて「この違いは単に言葉上の違いなどというものではない。事実、極めて重要な違いである。それは、人間の運命を改善するための合理的方法と、本気でやった場合には容易に人類の苦悩を耐え難いほどに増大させかねない方法との違いである」と述べ、人々の最大の幸福を希求する政府の危険性に警鐘を鳴らしている。最後の点は、ハイエクの問題意識でもあったろう。なお、ポパーは、ハイエクが反対したのは、ポパーのタームで言うならば、（少数者の強度に中央集権化された支配を要求する、理想社会の樹立をめざす）ユートピア工学であり、ピースミール工学ではないと見ている。

　このようなポパーの議論をケイパビリティーに当てはめれば、機能の欠損を問題にして、機能の促進を必ずしも求めない立場を提唱することになるだろう。０－１タイプの機能に限定するということになるかもしれない。センは、ポパーの議論に賛意を表するであろうか？

　ところで、公共性の概念には、もちろん、社会の合意形成のプロセスも含まれている。言論の自由や複数政党制の維持も、合意形成のバックグラウンドとして重要であることは既に見た。センが合意するかどうかはともかくとして、ポパー流に解釈された弱い意味のケイパビリティーであれば、合意形成のための負担は大いに軽減されるにちがいない。実際、ポパーにとって、「社会悪、すなわち多くの人々がその下で苦しんでいる社会的諸条件の存在を確定することは比較的うまくできる」ことこそピースミール社会工学が大多数の人々の支持を受けられるとする根拠なのである。なぜならば、ポパーによれば、「苦しんでいる人々は自ら判断することができるし、他の人々も立場を交換したくないということを否定できそうもない」からである。

４．機能設定のアドホックさ

　

「機能の設定がアドホック」であるという批判は、ケイパビリティーアプローチに対するかなり手厳しい批判であるように思われる。たとえば、指紋の採取の拒否に対して人道的立場からコミットするとき、どんな「機能」を仮定することになるのだろうか。犯罪の防止が重大な社会的課題になっている国や暴力的な侵略を狙う隣国からスパイが大量に入り込んでいる場合は、どうなるのだろうか？いずれの場合にも共通するひとつの機能から、指紋の採取の可否を主張することになるのだろうか？それとも、合意のプロセスのなかで、機能の設定（安全に生きること、犯罪者と同じ扱いを受けないこと、その他）と選択とが行なわれるのであろうか？

さしあたって、アドホックに設定されたもろもろの機能の間に相互関連性がある可能性が高いことを指摘しておかなければならない。（利用関数の集合を所与として）特性空間で表現してみると、同じことだった、ということになる可能性もあるだろう。機能間の相互関連性については、セン自身、本文中にふれた文盲の例で、初等教育を受ける権利が多くの機能の実現に関係があることを明確に述べている。

　ここでは、そうした機能設定のアドホックさを承認して、そのうえで、ケイパビリティー・アプローチの社会的合意形成に向けた「提案の枠組み」としての有効性を主張しておきたい。

まず、ケイパビリティー・アプローチは、アドホックさはあっても、市場のレトリックから自由な、市場結果の評価軸を提供する（幸福だけを機能とする場合を除く）し、やはり幸福は機能か、という問題は残るが、
ケイパビリティー・アプローチに立つ場合、個人間比較の問題に悩まされることが（あまり？）なくなる。財・サービスや特性に関する資源配分へのインプリケーションをモデル（たとえば、CGE）の中で明示することも可能である。すなわち、それは、社会的合意に向けた、適切な判断材料を提供することができるのである。先の項で述べた、ポパーの観点を採用すればさらに合意の可能性は高まるであろう。もちろん、さまざまな、偏見などに基づく対立を解消することはむずかしいにしても、である。
このように考えれば、たとえば、センが不平等測度を（必ずしも、あらゆる社会状況を比較可能にしない）「半順序」（partial ordering）あるいは「準順序」（quasi-ordering）として考察しようとしたこと
、などとの問題意識の関わりがあらわれてくるだろう。アドホックではあっても、鮮明に相違する社会状況に対して、発言してゆくための基礎付けとなれば、十分に意味のあることなのである。
*) 本稿は、筆者が1998年11月14日に行なった「公開ゼミ」におけるレクチャーの講義原稿をベースとし、若干の加筆をしたものである。筆者の公開ゼミは、ほぼ隔週で土曜日の夕方、専修大学の神田校舎のゼミ室で98年度を通して開かれていた。決して活発な参加があったとはいえないが、学部（１、２部）の筆者のゼミ生やゼミOBのほか、若干の一般学生、大学院生、同僚その他の参加を得ることができた。また、福島義和、黒田彰三両教授が主催されている「英国の保守主義」研究会（専修大学社会科学研究所1998年度グループ研究Ｂ）でも草稿を報告する機会をいただき、研究会の参加者、とくに毛利健三、石塚良次、浅見和彦、広瀬裕子の各教授から貴重なコメントをいただいた。また、長能一秀氏からは、貴重な資料をいただいている。記して感謝する。さらに、ケイパビリティーをめぐるいくつかの論点に関して、鈴村興太郎教授（一橋大学）と大庭健教授（専修大学）からご助言をいただくことができた。感謝する。もちろん、言うまでもないことであるが、本稿の全責任は、筆者にある。


� 「せめぎあう市場と国家」『日本経済新聞』1998年10月25日付。しかし、どうやら、LTCMの挫折を彼らの理論の失敗のせいにすることはできないらしい。「じんじロジー」『日本経済新聞』10月26日付けを見よ。なお、事実上破綻したLTCMは、グリーンスパンFRB議長の＜影響力＞のもとで＜民間主導＞で救済されることになった。10月１日の米下院銀行委員会で同議長は、今回の救済は、公的資金を使った救済でないことを強調するとともに、「LTCMが破綻すれば、直接関係のない市場参加者にまで被害が及び、米国を含め多くの国の経済にも悪影響を及ぼす恐れがあった」と述べたという（『日本経済新聞』、Guardian、10月２日付）。次のような報道もある。すなわち、イタリア中央銀行は、94年にLTCMに１億ドルの投資をし、一億２千290万ドルの利益を97年までにあげ、投資元本と利益をいったん回収してから１億５千万ドルを再投資していた（『日本経済新聞』1998年10月29日付）。


� 「異論　英仏提唱、短期資本規制強化案に――独連銀やFRB議長など続々」『毎日新聞』1998年10月13日付。


� わが国でこのアントニムを確立するうえで、佐和隆光氏のさまざまな著作はとくに影響力が大きかったと考えられる。たとえば、『経済学における保守とリベラル』（岩波書店、1988年）、『平成不況の政治経済学』（中公新書、1994年）など。


� R.H.トーニー（J.M.ウィンター、D.M.ジョスリン編、浜林正夫、森本義輝訳）『ある歴史家の時代批判』、未来社、1975年。（原著は、1972年にEconomic History Review Supplement 5として刊行された、Commonplace Book。）引用は、34頁。1912年４月21日の日記に記されている（たぶん、未刊行の）著作のプランによる。


� 現在の英国の２大政党は、もちろん、保守党と労働党である。後者は、19世紀最後の年、1900年に労働者代表委員会として組織され、1906年に現在の党名に改称した。労働党は、1945年にはじめて単独で政権党となった。一方、自由党は、現在では（紆余曲折ののち）、自由民主党に改組されている。自由民主党も支持率 （1997年の総選挙での得票率は、16.7％）のうえでは、大政党であり、他の地域的な民族主義政党等とは異なるから、現在の英国は３大政党の国であるが、それを２大政党の国のように見せているのは、言うまでもなく、小選挙区制のからくりである。


� カール・マンハイム（森博訳）『保守主義的思考』（Das Konservative Denken、1927年、ちくま学芸文庫、1997年）、とくに19頁を見よ。


� 自由主義が抽象的理念に導かれたものであるということについては、フランス革命の時期にフランス農民が18世紀はじめに比べて、あるいは、ドイツの農民と比べて、はるかに良い状態にあったというのが経済史の通説であるということも、追加的証拠となるだろう。


� バークの保守主義を理解するための基本的文献は、もちろん、エドマンド・バーク（半藤孝麿訳）『フランス革命の省察』（みすず書房、1978年　原著は、1790年に刊行されたReflections on the Revolution in France）であろう。訳者による解説では、同書が出版されるまで、バークは、国王やトーリー党はもちろん、所属するホイッグ党の主流からも孤立した、「政界の孤児」であったという。本文の記述は、村岡健次『ヴィクトリア時代の政治と社会』（ミネルヴァ書房、1980年、67頁以降）に拠るところが大きい。ちなみに、ハイエクは、「わたしは、バーク流のホイッグ党員になりつつある」といったという。また、「グローバル経済をこの宇宙で最も複雑な構造を持ち、本質的に理解を拒絶するもの」と考えていたともいうから、＜先入見＞という点でも、バークに近い。


� バーク、前掲訳書、29頁。


� 村岡、前掲書、73頁。


� サー・イアン・ギルモアの反応である。Andrew Gamble, The Free Economy and the Strong State The Politics of Thatcherism, Macmillan, 1994(2nd edition)を見よ。 （1988年に出版された初版については、邦訳がある。小笠原欣幸訳『自由経済と強い国家』、みすず書房、1990年。）引用は、原書２版69頁、邦訳90頁。


� 戸塚秀夫『イギリス工場法成立史』（未来社、1966年）。竹内敬子「イギリス1844年工場法における婦人労働の規制について」『社会経済史学』第51巻第２号、1985年６月、228－246頁。


� 竹内、前掲論文、90－91頁。


� もっとも、よく知られているように、エンゲルスは、工場法立法に向けた当時の運動を穀物法の廃止に憤激した貴族や地主たちの工業家に対する憎しみをこめた報復である、ととらえていた。


� ウォーラスティン（川北稔訳）『史的システムとしての資本主義』（岩波現代選書、1985年、原著は、Immanuel Walerstein, Historical Capitalism, Verso Editions, 1983.）104頁を見よ。このように、「伝統」は捏造されたものでありうるが、ギデンズ（A. Giddens）のいうように、われわれは今「ポスト伝統社会」にいるということを認識する必要があるだろう。


� 『自由主義と社会的行動』の原著は、Liberalism and Social Action, G. P. Putnam’s Sons,1935である。John Dewey The Later Works,1925-1953, Volume II: 1935-1937, edited by Jo Ann Boydston, Southern Illinois University Press, 1987に再収録されている。本文のデューイに対する言及は、佐々木毅氏の『アメリカの保守とリベラル』（講談社学術文庫、1993）における解説（11-14頁）による部分が大きい。


� したがって、デューイは、マーシャルが1907年の論文で次のように書いたとき、反発したにちがいない。「集権主義者の統制が自由な企業の分野をかなり狭くするまでに拡大されていくとなると、官僚主義的なやり方にもとづく圧迫がかかることになって物質的な富の源泉を傷つけることになるだけでなく、またその強化が社会的な行為の主要な目的であるところの、人間性のより高い能力の源泉をそこなうことにもなるであろう」。Alfred Marshall, “The social possibilities of economic chivalry, “Economic Journal, XVIII,pp.7-29. （訳文は、浜林・森本、前掲訳書42頁からとった。）


� A. Gamble, op.cit.,pp.34-68.米国の「ニューライト」とまぎらわしい。


� 佐々木、前掲書、27－29頁など。


� ここで、米国の「ニューライト」「オールドライト」という用語を導入しておこう。「ニューライト」とは、6、70年代にリベラリズムのもつ＜行き過ぎた＞寛容主義への対抗勢力が、伝統的価値を擁護するという＜本来の意味での＞保守主義的運動、かつ宗教的な運動として米国で出現したものである。「オールドライト」とは、ニューライトが共和党の新たな支持層であったのに対し、共和党支持者の中核にもともとあり（メインストリート保守派）、中西部、南部、西部を中心とした企業家など、強靱な個人主義にもとづき、独立独歩、自由放任、反福祉国家、反連邦政府、といったメンタリティーによって特徴づけられるひとびとを指していた。さらに、付言すれば、共和党のもうひとつの支持層がウォール・ストリート保守派とも呼ばれる、東海岸のエスタブリッシュメントである。佐々木、前掲書、18頁、24頁など。


� 佐々木、前掲書、93頁。


� サッチャーの伝記としては、マーガレット・サッチャー（石塚雅彦訳）『私の半生』（上・下、日本経済新聞社、1995年）、「私の履歴書」『日本経済新聞』（1995年７月）等がある。ただし、引用したサッチャーのことばは、黒岩徹『豊かなイギリス人』（中公新書、1984年、155頁）による。保守主義は、存在するものの合理性（優越性）の主張に結びつきやすい理論と共存しうる。均衡理論は、まさにそのような現状追認型構造をもっていることを指摘しておくべきかもしれない。英米の伝統的道徳が「市場」との適合性をもっていたこと以上に、市場万能型の経済理論は、サッチャー・レーガン型の保守主義と両立しえた可能性がある。


� Daniel Bell, “The revolt against modernity,” Public Interest, No.81, Fall 1985, p.60. ダニエル・ベル（林雄二郎訳）『資本主義の文化的矛盾』（講談社学術文庫、上・中・下、1976－77年）も見よ(原著は、Daniel Bell, The Cultural Contradictions of Capitalism, Basic Books, 1976)。ベルは、クリストルと並ぶ『パブリック・インタレスト』の論客であるが、「経済においては社会民主主義、政治的においてはリベラル、文化においては保守主義である」というそのスタンスは、クリストルのものとはかなり異なる。


� Gamble, op.cit.,pp.45-68. 


� 毛利健三「サッチャー時代の歴史的文脈」189頁、東京大学社会科学研究所編『現代日本社会２国際比較［１］』、東京大学出版会、1991年。


� “England and Wales top crime league,” The Guardian Weekly, week ending June 1 1997. ダニエル・ベルによれば、「犯罪は、『非組織的』階級闘争の一形態であり、社会の最下層グループが、常に圧倒的多数の犯罪を犯してきた」という（『資本主義の文化的矛盾』下、35頁）。ベルの命題が正しいとすれば、保守党政権下の英国における犯罪率の上昇は、新自由主義的な経済運営がもたらした、所得の不平等化の進行（ジニ係数などで測られた）を反映したものであることになるだろう。


� ラッセル卿の父は、哲学者バートランド・ラッセル。祖父は、グラッドストーンの一代前の自由党の党首・首相をつとめたジョン・ラッセルである。ジョン・ラッセルは、パーマストーン内閣の外相時代、薩英戦争で鹿児島攻撃を指示した（皆村武一『「ザ・タイムス」にみる幕末維新』、中公新書、1998年、66頁以降）。


� たとえば、ミッシェル・フーコー（蓮見重彦　聞き手・解説）「権力と知」（『海』、1977年12月）、240－264頁。


� アマルティア・セン（川本隆史訳）「社会的コミットメントとしての個人の自由」（『みすず』、358号、1991年１月）、68-87頁。以下、「コミットメント」と略す。第１回アニエッリ賞の受賞者は、アイザイア・バーリン（Isaiah Berlin 1909年－）であった。「積極的自由」、「消極的自由」というタームは、バーリンによることは言うまでもない。なお、川本隆史氏の『朝日新聞』への寄稿（1998年10月28日付、「セン氏ノーベル経済学賞の意義」）によると、後出の挿話に登場するアマルティアの父は、農芸化学者。セン一家は、文豪タゴールと親しく、アマルティア（この世離れした、空想好きの、という意味）の命名者は、タゴールであるという。


� 「コミットメント」70頁。


� 「コミットメント」71頁。


� Sen, Amartya K., Commodities and Capabilities, North-Holland,1985. 邦訳は、鈴村興太郎『福祉の経済学――財と潜在能力』、岩波書店、1988年。


� 太田誠『品質と価格』、創文社、1980年、38頁以降。 


� 『福祉の経済学』21頁。


� アマルティア・セン（大庭健・川本隆史訳）『合理的な愚か者』（勁草書房、1989年）のこと。


� 『福祉の経済学』第７章を見よ。


� 朝日譲治『生活水準と社会資本整備』（多賀出版、1992）の解説による。


� アダム・スミス（大河内一男監訳）『国富論』３分冊、中公文庫、1978年。（原著は、1776年。An Inquiry into the Nature and Causes of the Wealth of Nations, 諸版あり。）引用は、中公文庫版、第３分冊、298頁。


� おそらく、より適切な評価のためには、機能ベクトルとケイパビリティー集合の対を評価の対象とする必要があるのであろう。『福祉の経済学』「日本語版への新しいてびき」を見よ。


� 「コミットメント」81頁。


� 『福祉の経済学』に付された２つの補論を見よ。


� 「コミットメント」、77頁。


� 「コミットメント」、78頁。


� 「ケイパビリティー」概念の開発（や貧困）問題への適用については、絵所秀紀『開発の政治経済学』（日本評論社、1997年）、中西徹「『貧困の経済学』の現段階」（『日本経済新聞』「やさしい経済学」1998年11月16日－11月27日付け）も参照のこと。


� 作間逸雄「わが国における環境・経済統合勘定の開発とその課題」、『専修経済学論集』、第31巻第３号、1997年３月。Itsuo Sakuma,” Integrated environmental and economic accounting in Japan: an application of the SEEA and its evaluation,” paper presented at the 25th Genral Conference of the International Association for Research in Income and Wealth, Cambridge, England 23-29 August 1998.


� 鈴村興太郎「社会的選択の情報的基礎」『日本経済新聞』「やさしい経済学」1996年８月28日－９月３日付。


� たとえば、Peter Mandelson, “Labour’s next steps: tackling social exclusion,” Fabian Pamphlet 581.この小冊子は、ブレア内閣の貿易産業相（1998年７月－12月）、ピーター・マンデルソンが1997年８月14日に行なったフェビアン協会のサマー・レクチャーを記録したものである。残念ながら、マンデルソンは、クリスマス・リセス中に発覚した、主計長官ロビンソン下院議員からの融資問題で貿易産業相を辞任してしまった。


� 英国の知識人の多くが労働党政権に懐疑的であるようだ（たとえば、ロナルド・ドーア「橋本『行革』と新自由主義への疑問」『中央公論』1997年11月号）が、センのスタンスは若干異なるのかもしれない。


� 「コミットメント」、74頁。


� 「コミットメント」、72頁。


� 言論の自由に関して、出版・新聞における競争緩和策（たとえば、「再販」）の必要性が導出できるかもしれない。ごく自然に独占的競争モデルを仮定する。典型的モデルは、競争の結果として均衡企業数を確定するであろう。もし、言論の自由（多様性）を守るためにその企業数が不足していれば、なんらかの競争緩和策が社会的に要請されることになるだろう。出版・新聞に携わる企業の多様性が言論の自由にとって必要なことは、原発に関わる企業が資本関係にあるレコード会社で原発反対の歌詞をもったレコードの発売を妨げた例があること、英国の新聞がサッチャー期に党派色を著しく高めたことなどを想起すれば十分であろう。もっとも、わが国の新聞資本が公正な競争を行なっていると考えているわけではない。新聞資本による、人気スポーツ・チームを使った報道の統制は、信じられないほど愚劣な言論の自由に対する挑戦である。


� 「コミットメント」、75頁。


� 同氏の「日本的能力主義の惰力」（『甲南経済学論集』第36巻第４号、1996年３月）も参照のこと。


� 「もう、会社にダマされない！」『SPA！』1998年11月18日号。36－42頁。


� たとえば、「バイク便、サービス競う」『日本経済新聞』1991年４月30日付。


� 労働大臣の私的諮問機関である「労働法研究会」の見解（1995年）によれば、「労働者性」の判断基準は、「使用従属下にあるか否か」「報酬が労務対称性をもっているか否か」という。


� 長能一秀氏からいただいた資料による。


� 浅見和彦「労働協約の確立をめざす建設労働運動──その到達点と新しい課題──」『専修経済学論集』第33巻第２号、1998年11月、189頁。


� 1998年の総被用者に対する推定組織率は、22.4％である。


� 佐久間賢「ホワイトカラー解雇は危険」『日本経済新聞』「経済教室」1993年２月４日付。


� 「裁判なら労働者側圧勝　実はオソマツ　不当解雇・賃金不払い」『日本経済新聞』1994年７月18日付。


� 「社員をまるごと人材派遣業者に移籍させるという新手の商売のメリット」『週刊ダイヤモンド』1998年４月25日号、16頁。ただし、1998年５月12日付の『東京新聞』によると、日興証券は、女性社員約1,500名を人材派遣業を手掛ける子会社に移籍させる計画を女性社員の反対と労働基準法上問題点が大きいことから断念したという。


� このような「機能」の提唱は、鈴村興太郎氏による。鈴村興太郎「市場機構と選択の権利」『日本経済新聞』「やさしい経済学」1994年２月21日付－２月26日付。同氏の、「生活保護による公的所得補償の場合には、困窮に陥ったひとが保護の申請を行なう場合にしばしば体験する屈辱感が『生きるに値する人生を誇りを維持して生きる』という重要な『機能』を損なうことによって、貨幣所得の補償が補てんする以上に、ひとの福祉を引き下げる可能性さえある」という論点は重要であろう。


� 「地方公共事業　削減広がる」『日本経済新聞』1997年11月７日付。1993年６月25日付の『日本経済新聞』では、地方財政の「借金」が84兆円あると報じている。不況による税収の落ち込みや過去２回の大型経済対策に伴う財政負担が影響し、２年連続で80年代初めの第２次石油危機に匹敵する増加率となる、という。自治省は財政健全化への中期的な努力を自治体に求める考えである、とも書いている。


� 神野直彦「地方財政を問う（上）　『税源移譲』含め分権推進」『日本経済新聞』「経済教室」1998年10月15日付。


� たとえば、野口悠紀雄「『評価装置』としての市場」『日本経済新聞』「一刀両断」1998年９月７日付。


� David Miliband,” The new politics of economics,” Colin Crouch and David Marquand (eds.) Ethics and Marketes Co-operation and Competition within Capitalist Economies, Blackwelll Publishers, 1993. 引用は、28頁。吉瀬征輔『英国労働党』、窓社、1997年、130頁も見よ。


� G. J. Stigler, ”The Theory of Economic Regulation,” Bell Journal of Economics and Management Science, vol.2, 1971. 


� ピエール・ブルデュー（石井洋二郎訳）「ネオ・リベラリズムの本質」、『世界』、1998年６月号、53－59頁。引用部分は、58－59頁。括弧（［…］）は、引用者の補充である。


� 人脈のような、社会生活において資本として活用可能な人間関係を指すブルデューの用語。前掲論文の訳注を見よ。


� 機会費用法の場合のデフレーターは、もちろん市場賃金の指数である。


� ハイエクを本来の意味での保守主義者と呼べるのは、「市場」そのものを「伝統」とみなしたときであろう。


� ハイエクは、ポパーの思想の多く（たとえば、批判的合理主義、自然科学と社会科学との方法論の共通性など）を受容している。ギャンブルは、1937年以降とそれ以前のミーゼスの影響下にあった時期とでハイエクの思想傾向に変化があるとする議論があることを紹介している。Andrew Gamble, Hayek The Iron Cage of Liberty, Polity Press,1996,p.21.


�  ポパーは、ナチズムの危険性をいち早く察知し、オーストリアを離れハイエクを頼って渡英した。


� カール・R・ポパー（内田詔夫・小笠原誠訳）『開かれた社会とその敵　第１部　プラトンの呪文』（未来社、1980年）。158頁と318頁以降。


� ポパー、前掲訳書、158頁。


� センの『福祉の経済学』では、幸福を機能のひとつとしているが、かなり疑問がある。


� Amartya Sen, On Economic Inequality, Oxford University Press, 1973.邦訳は、杉山武彦訳『不平等の経済理論』、日本経済新聞社、1977年。原著は、現在、フォスターとの共著になる付録を含む拡大版のかたちで入手できる。Amartya Sen, On Economic Inequality, Expanded edition with a substantial annexe by James E. Foster and Amartya Sen,  Oxford University Press, 1997.
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